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今日のイギリスの小売商業政策
-1990年代以降を例にとって
真部和義
1. はじめに
イギリスには，小売業のみの立地および構造に直接かかわるような法制
度が存在しないということは拙稿において既に指摘したI)。同国において
は， ドイツなどと同じく都市計画の角度からの規制がおこなわれているに
すぎない。
ただし，郊外への大型店の進出については従来から厳しく規制されてき
たといわれるが， 1979年5月に成立した保守党のサッチャー政権のもとで，
いちじるしく緩和された。その後保守党のメージャー政権 (1990年11月
~), 1997年5月に成立した労働党のブレア政権のもとでは，サッチャー政
権のもとでの路線を踏襲するのみならず修正もなされてきている。
以上は概して出店規制にかかわるものであるが，イギリスの小売商業政
策には大別して，①出店規制政策，②営業時間規制政策，③競争政策があ
るといえる。これらは現在，それぞれ，①「1990年都市・農村計画法(Town
and Country Planning Act 1990)」，② 「1994年 H曜営業法 (Sunday
Trading Act 1994)」，③ 「1973年公正取引法 (FairTrading Act 1973)」.
「1980年競争法 (CompetitionAct 1980)」, 「1998年競争法 (Competition
1) 真部和義「イギリスの小売商業政策」加藤義忠• 佐々木保幸• 真部和義共著『小
売商業政策の展開』同文舘出版， 1996年。
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Act 1998)」，そして，今日では「1973年公正取引法」および「1998年競争
法」の改革法である「2002年企業法 (EnterpriseAct 2002」といった法
律にもとづいてなされている。
以下では，小売商業政策のそれぞれについて， とりわけ1990年代以降の
動きに焦点をあててみてみることにする。
2. 出店規制政策
まず，「1990年都市・農村計画法」（以下では， 1990年法とよぶ）によっ
てなされる出店規制政策についてみてみようし
戦後のイギリスの小売立地規制は， 1947年に成＼ヶ：した「都市・農村計仙i
法」にもとづいて，都市計画の角度からなされてきた。数次の修正をへて，
成立したのが現行法の1990年法である2)。同法は，修1Eを少なからず加え
られてきているが大幅な修正が行われたのは，「1991年at圃・補償法
(Planning and Compensation Act I 991)」のみである:,)。
イギリスの都市計画は， 1970年以降環境省 (Departmentof the 
Environment: DoE) の所管であったが圃省は， 1997年 6月に交通省
(Department of Transport: DoT) と統合され，環境・交通・地方省
(Department of the Environment, Transport and the Regions)となった。
その後同国の相次いだ省庁再編をへて，現在は，副首相府 (Deputy
Prime Minister's Office)の所管となっている。この他都市計画に関係
する省庁としては再度独立した交通省や，環境・食料・農村省(Department
for Environment, Food and Rural Affairs: DEFRA), 文化・メデイア・
2) イギリスの戦前からの都市・農村計画制度の変遷についてより詳しくは，真部和
義前掲論文， 221-230ページを参照されたい。
3) 中井検裕「イギリス」伊藤 滋• 小林重敬• 大西 隆監修，（財）民間都市開発
推進機構都市研究センター編『欧米のまちづくり•都市計画制度一サスティナプル・
シティヘの途一』ぎょうせい， 2004年 6月， 94ページ。
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スポーツ省 (Departmentfor Culture, Media and Sport: DCMS)などが
ある°。
イギリスでは，郊外型の大型店の立地にたいしては従来から厳しい姿勢
で臨んできたが，先述のように，保守党のサッチャー政権下でその姿勢を
大きく転換し，大型店にたいする規制は緩和された叫
とりわけ，政府の基本的な政策スタンスをあらわすPPG(Planning 
Policy Guidance Note) という「計画指導要綱」は重要である。
PPGとは，イギリスの都市計画の政策方針を示したもので地方自治体
が都市計画の方針を立案し，法を運用する際の心構えのようなものを記述
したものである。サッチャー政権下の1988年 1月に最初のPPGである
General Policy and Principlesが当時の環境省によって発行され， 2001年
7月現在で， 25のPPGが存在する6)。このうち，小売商業にもっとも関係
の深いものはPPG6である。
最初のPPG6は，サッチャー政権の後期にあたる1988年に発行された。「大
規模小売開発 (MajorRetail Development)」と題されたPPG6のなかでは，
「新しい小売施設の開発にあたっては，デイベロッパーや小売業者，計画
当局が市場の諸条件や顧客の需要の変化に対応する能力を損なうため，地
域全体についても特定地域についても，床面積の厳格な制限は設けるべき
でない」”とされ，大規模小売開発を促進する姿勢が打ち出された。 1980
年代には雇用を促進させる経済開発が政府の最大の関心事だったこともあ
4) 同上論文， 82ページ， BarryCullingworth and Vincent Nadi, TOWN AND 
COUNTRY PLANNING IN THE UK(Thirteenth Edition), Routledge, 2002, p.43. 
5)イギリスにおいては従来，①既存の小売集積とその体系を維持する，②新たな小
売集積の形成の場合も，できるかぎり一定の体系を形成する， といった小売立地政
策に関する「伝統的考え方」が存在してきたが，サッチャー政権のもとで時勢に合
わないものととらえられるようになった（伊藤公一「イギリスにおける小売立地政
策」大内秀明• 清成忠男• 伊藤公一• 前田 壽• 樋口兼次• 五十嵐敬喜『まちづく
りのシナリオ」日本評論社， 1994年10月， 185ペー ジ。）。
6)中井検裕，前掲論文， 89, 109ペー ジ。
7) Clifford Guy, The Retail Development Process-Location, property and planning, 
Routledge, 1994, p.77. 
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り81, PPG6における姿勢はその一環だったといえよう。
イギリスは， ドイツ， フランスなどとならび，小売売上高の1~.位集中，
つまり小売市場の寡占化が進んだ国である。とりわけ，グローサリー（食
品・雑貨）市場などで集中度が高くなっているが91' サッチャー政権のも
とで展開されたさまざまな規制緩和やい記のPPG6のなかで示されたよう
な政府の姿勢は， イギリス小売市場の寡占化の進行に少なからず寄与した
とみることができる10)0 
サッチャーの後継であるIi]じ保守党のメージャー政権のもとで， PPG6
は1993年， 1996年の二度にわたって改定される。改定されたものは，いず
れも「タウンセンターと小売開発(TownCentres and Retail Develop-
ments)」と題され， タウンセンター（中心,fj街地）への関心が悩くなっ
ていることがうかがえる。
この動きに人きく寄りしたのがヨーロッパ連合 (EU)の影押を受けて
の環境政策の採用である。イギリスの諸政策はとりわけ1990年以降， EU
の影響を受けるようになるが．都市政策も例外ではない。 1990年の「この
共通の遺廂：イギリスの環境戦略(ThisCommon Inheritance: Britain's En-
vironmental Strategy)」と題された白書の発行を契機に，政府の方針は
転換する 11)0 
まず「1991年計画・補償法」の「54A項」において，「計画法のもとで
のいかなる決定の際にも，デイベロップメント・プラン (development
plan) を重視して，プランにしたがってなされるべきである」として，デ
イベロップメント・プランの位置づけを高めた。これによって，サッチャ
ー政権のもとでの開発促進的かつ「市場主導 (market-led)型」の都市政
8) 中井検裕，前掲論文， 109ページ。
9)真部和義「今日のイギリスの小売商業構造の変遷」関西大学『商学論集』第41巻
第5・6号合併号， 1997年2月。
10)サッチャー政権のもとで展開されたさまざまな規制緩和については，真部和義「イ
ギリスの小売廂業政策」を参照されたい。
11) 中井検裕，前掲論文， 109ページ。
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絞から「計画主導 (plan-led)型」への回婦が始まったとみることができ
る12)0 
そのようななか， PPG6は先述のように「タウンセンターと小売開発」
と新たに題され， 1993年に改定された。改定PPG6では，計画システムは種々
の小売業態間の競争を促進し，不必要な小売開発規制はさけなければなら
ないとしつつ，既存のタウンセンターの活力 (vitality) と生存能力
(viability), 農村の小売店舗の役割を評価している 13)。つまり，サッチャ
ー政権のもとでの開発促進的かつ「市場主導型」の政策方針は維持しなが
らも同政権下では無視ないし軽視された側面に眼をむけているのである 14)0 
郊外型ショッピングセンターが，伝統的なタウンセンターの衰退や崩壊，
環境汚染をともなう自動車利用の増加に関して非難をあびるようになって
いたがより小規模なタウンセンターの衰退にたいする関心が，改定
PPG6発行へとつながったといえる 15)0 
1994年のPPG13「交通 (Transport)」につづく， 1996年の改定PPG6の
発行によって， レッセフェール（自由放任）政策にピリオドが打たれ，そ
れ以降下院（庶民院）環境委員会に強く支持されて，郊外型ショッピン
12)同上。
13)前田重朗「イギリスにおける都市計画と小売開発ー1993年， 96年のPPG6改定を
中心に一」大阪市大『季刊経済研究』 Vol.21No.3, 1998年12月， 71ペー ジ。
14)食品スーパーストアの新規開発の申請許可率は， 1980年代にはほとんど50%以上
であったのに比し，この頃から数年間にかけて， 30%以下となった (CliffordGuy, 
℃ ontrolling new retail spaces: the impress of planning policies in Western 
Europe'in Urban Studies, 35 (5-6), 1998, p.972.)。許可率が低下したという意味
では，規制強化になったとみることができる。
15) Barry Cullingworth and Vincent Nadi, op. cit., p.184. 
イギリスにおいては， 1980年から1990年の10年間に，郊外店の小売売上高の割合
は，グローサリーで13%から38%へ， DIY(ホームセンター）で17%から60%へ，
家具・カーペットで4%から26%に上昇しており (StewartHowe (ed.), Retailing 
in the European Union, Routledge, 2003, p.176.), タウンセンターの衰退のテンポ
はかなり急速なものであったとみることができる。郊外店の発展は自動車利用の増
加につながり，排気ガス等によって環境問題を引き起こすことになる。
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グセンターにたいする規制が厳格になった]ti)0 
再改定PPG6では， タウンセンターにおける開発にあたっては計画主導
型のアプローチをとること，小売， レジャーなどの開発にあたって用地を
選定する際には「逐次的アプローチ」17) をとることなどが強調されているJR,。
前田重朗氏の言菓を借用すれば「PPG6の再改定の最も重要な意義は，
93: 年に改定されたPPG6の不明確さを完全にではないが是正し，併せ
て逐次的アプローチの採用によって，小売開発規制の原則をより明確にし
たこと」19) にあるが「このことを端的にホすのは 93年のPPG6の冒頭の
文章『このガイダンスが強調していることは，計画システムは，小売開発
に対するが必要な規制を取り除くことによって，種々の小売企業間の競/ft
を促進し続けなければならないということである』という文章が96年の
PPG6にはみられない」20) ことである。
ここにおいて．サッチャー政権ドの開発促進的かつ「市場:-t導型」の都
rf政策から「計画t導刑」への回帰がまさに起こり，郊外刑の大朋店立地
にたいするイギリス政府の態度は抑制的となったとみることができよう。
この流れは， 1997年5月に成¥'t:した労働党のブレア政権のもとでも引き
継がれたが今I. 新たな動きが化じてきている。
ド院環境委員会は1999年の報告書のなかで，主要グローサリースーパー
マーケットグループも， イギリス競争政策当局， より一般的にいえば現政
府も，ハイレベルの立地競争を促すことにより同市場における競争を強化
するための手段として，現行の上地利用計画法制の緩和を望んでいること
16) Barry Cullingworth and Vincent Nadi. op. cit .p.184. 
17)「逐次的アプローチ」とは， タウンセンターヘの立地を最優先し，つづいて， タ
ウンセンターの端・隣接部，デイストリクト・センター，ローカル・センターヘの
立地，そして，多様な交通手段によってアクセス可能な郊外への立地を認めるとい
ったものである (ibid.)。
18) Department of the Environment. Planning Policy Guidance 6: Town Centres 
and Retail Developments, HMSO, 1996. 
19)前田重朗，前掲論文， 72ページ。
20) 同上。
今日のイギリスの小売商業政策（真部） (367) 179 
を強調した。グローサリースーパーマーケットに関する競争委員会
(Competition Commission. 以下では， ccとよぶ。「1998年競争法」により，
1999年4月1日に創設された。）の報告書も，土地利用計画規制の適用は
同市場における競争を形成する次元のものであるとみなした。つまり，委
員会はある特定のグローサリースーパーマーケット進出地域にさらなる地
域競争を導入するために，スーパーマーケットやスーパーストアの新規出
店について，環境面から計画許可されなかった地域にも許可されなければ
ならないケースが存在すると考えたのである21)0 
「新しい労働党 (NewLabour)」を掲げて登場したブレアは，都市・
農村計画に関して，地方への権限委譲を強調したが22)' 今日，都市計画制
度そのものが大きな変容を遂げている。
2002年12月 4日，「計画・強制収用法案 (Planningand Compulsory 
Purchase Bill)」が国会に提出され， 2004年5月13日に，「計画・強制収用
法 (Planningand Compulsory Purchase Act 2004)」が制定された。そこ
において，再改定PPG6のもとで重視された従来からのデイベロップメン
ト・プラン制度が大幅に改められた。基本的には「都市・農村計画法」に
規定され，県レベルのカウンティ・カウンシル (countycouncil) によっ
て策定されてきた「基本計画 (structureplan)」，基礎自治体（市町村）
レベルのデイストリクト・カウンシル (districtcouncil) によって策定さ
れてきた「地方実施計画 (localplan)」およびロンドン特別区やイングラ
ンドの一層制の自治体によって策定されてきた「単ー開発計画 (unitary
development plan)」は廃止され，新たに地方計画庁 (localplanning 
authority) としてのディストリクト・カウンシル等が地方開発計画 (Local
21) Stewart Howe (ed.), op.cit., p.180. 
22) Barry Cullingworth and Vincent Nadi, op. cit., pp.29-31. ブレアが率いる「新し
い労働党」の経済思想について詳しくは，関源太郎「『ニュー・レイバー』の経済思
想」小柳公洋• 岡村東洋光『イギリス経済思想史」ナカニシヤ出版， 2004年 5月，
を参照されたい。
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Development Scheme) を策定することになった。地方開発計画には．当
該地域におけるf:地開発利用政策や地域参加に関する文書を含む地方開発
文書 (LocalDevelopment Documents)が含まれる。地方計画庁は．地
方開発命令によって．地方開発文書等における政策を実施することができ
地方計画庁に開発者による不適正な計画許可申請を排除するための拒否
権が与えられるなど，ブレア政権が強調した都市計画に関する地方への権
限委譲が実現された結果となっている23)。これによって．その地域の実情
に見合った政策を展開することがより容易になったということはできる()
1990年代以降保守党のメージャー政権ドでPPG6が二度にわたって改
定され，その過程で政府の姿勢は郊外刑の大杓1占立地にたいして抑制的に
なってきたが先にも述べたように. 1990年代未，政府は現行のt地利用
JI仙i法制の緩和を沼むようになり地方への権限委譲を強調する労働党の
ブレア政権のもとで修正されてきているといってよい。「計画・強制収用法」
のEl的が「Jt圃システムの迅速化を図ること」2/4)にあることを考慮すれば
イギリスの出店規制政策は今後大きく変化する可能性があるといってよ
し＼
3. 営業時間規制政策
次に，商店法にみられる営業時間規制政策についてみてみよう。
ヨーロッパ諸国の多くで日曜営業が原則禁止されてきたが．イギリスで
も， 日曜日を安息日とするキリスト教の影響で17世紀から続いてきた25)0 
イギリスでは. 1928年にはじめて商店法が成立し26)'1990年代にいたる
23) 中井検裕，前掲論文， 『ジュリスト』 2004年8月1-15日号， 119ページ。
24) 『ジュリスト』 2004年8月1-15日号， 119ページ。
25) 『日本経済新聞』 1994年8月27日付夕刊。ただし，スコットランドにおいては事
情が異なる。
26) 『佃日新聞』 1991年12月11日付夕刊。
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まで「1950年商店法 (ShopsAct 1950)」27)によって日曜営業が長らく規
制されてきた。しかし， B曜営業の禁止は， とりわけ，規制緩和を標榜す
るサッチャー政権の頃から時勢にあわないものとしてとらえられるように
なった。
サッチャー政権中期にあたる1985年 5月21日には，商店の日曜営業の合
法化を支持する決議が下院を通過し28)' これによって，いったんは商店法
改正， 日曜営業の解禁へと順調に動き出したようにみられた。しかしなが
ら，商店法改正案は翌1986年4月15日の下院本会議において，賛成282,
反対296で否決され，商店法改正はこの時点では現実のものとはならなか
った29)。
1990年に成立したメージャー政権のもとで，商店法改正， 日曜営業解禁
に向けての動きが再び活発となる 30)。同年のクリスマス商戦において，折
からの景気後退にともなう売上高の低迷にあえぐ商店主が日曜に開店して
物議を醸しただけでなく 31)' テスコ(Tescoplc), セーフウェイ (Safeway),
アズダ (Asda), ゲートウェイ (Gateway),J. セインズベリー (J.
Sainsbury) などの大手グローサリーストアが翌1991年末，消費者ニーズ
27)「1950年商店法」は，教会と商店従業員の保護を目的とする（『日経流通新聞』
1986年4月21B付）。同法では日曜日は閉店し． 日曜以外も午後8時までに閉店す
るよう定めているが．週1回については午後9時までの営業可， また．週1回は午後
1時までに閉店することも定めている(『H経流通新聞』1989年10月3日付）。ただし，
同法はすべての商品の日曜営業を禁止しているわけではない。「牛乳やクリームは
販売できるが，粉ミルクや缶入りクリームは不可」．「フィッシュ・アンド・チップス
は持ち帰り店では販売できるが，専門店では不可。専門店はフィッシュ・アンド・
チップス以外の持ち帰り食品を販売してよい」など多少複雑な規制となっている
(「H経流通新聞』 1993年11月30B付）。同法に違反し，地方自治体が告発した場合．
-B当たり最高1,000ポンドの罰金が課される(『H本経済新聞』 1992年 1月13B付
朝刊）。
28)『日本経済新聞』 1985年4月25日付朝刊。
29)『H経流通新聞』 1986年6月19日付。
30)『H経流通新聞』 1991年1月15日付。
31)『H本経済新聞』 1993年7月14日付夕刊。
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があることを前提に，違法行為であることを承知で，一斉に日曜営業に踏
み切る32)。
1992年12月16且欧州裁判所 (EuropeanCourt of Justice) は．「1950
年商店法」に関して，「自由貿易を掲げるEC(欧州共同体）の理念に反し
ていない」とする裁定を下した33)。欧州裁判所のこの裁定は， 日曜営業解
禁に向けての流れに逆行するものではあったがイギリス国内では現実に
日曜営業解禁に向けての作業が進むことになる。
1993年 7月13日に政府によって．「H曜営業法案」のもととなる 4つ
の試案が明らかにされた31)。その内容とは，①完全自由化，②小規模な店
舗にはn由に‘営業することを許uJするが大刑店舗には 6時間に限って許
＂［する，③日曜営業は， コンビニエンス・ストア等， •部の商店のみ許可
する， (4)一部の商店のみ許uJし， クリスマス前の 4加lのH曜Hに限って，
令商店の背業を認める， というものである。いずれも. f-1曜営業問題に関
心の高いfE力団体の提案にもとづくものであるとされる35)。その後，｝王）J
団体のうちの二つが歩み寄り，修正を施された後政府によって，①完令
自廿I 化， (2) ガーデンセンタ—, H曜大[用品等一部を除き日曜[Iは閉店
ただし， クリスマス前の 4l11j の u 曜 fl は全商品の営業を許可する，(~)売り
場面積280rrl未満の店舗については自由それ以上の大型店は営業時間を6
時間に限定して許可する， という三案が提示される3G)。これには，雇用側
は従業員に日曜労働を強制できない． 日曜労働の拒否を理由に解雇• 昇進
の遅延等の行為をしてはならないという従業員保護の項目ももりこまれて
いた37)。同年12月の議会審議をへて． 日曜営業法はようやく可決される。
32)『毎日新聞』 1991年12月11日付夕刊。ただし大手百貨店においては日曜営業
には反対の姿勢をとっていた(『H本経済新聞』 1992年12月17A付夕刊）。
33) 『日本経済新聞』 1992年12月17日付夕刊。
34) 『H本経済新聞」 1993年7月14日付夕刊。
35) 同上。
36) 『日経流通新聞』 1993年11月30B付。
37)同じ
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1994年8月26日，「1950年商店法」が部分修正される形で，「1994年日曜営
業法 (SundayTrading Act 1994)」が施行された。
同法では，売り場面積280rrl未満の「小型店」はH曜日の開店は原則自由，
売り場面積280rrl以上の「大型店」は10時から18時の間で連続 6時間の営
業を行なってもよいとされ，大型店については限定的ではあるが， 日曜営
業が解禁されたのである。
ただし，いわゆる 6時間ルールはすべての大型店に適用されるわけでは
ない。同法には，同法の適用を免除されるものが薬局や酒類小売店，ガソ
リンスタンド等， (a)から (k)の10項目に分けてあげられている。なお，
日曜日が復活祭日 (EasterDay)やクリスマスにあたる日はこのかぎり
でない。同法に違反した場合， 50,000ポンドを超えない範囲で罰金が課さ
れることになる38)0 
「日曜営業法」の施行によって， H曜営業が解禁されるに至った。しか
しながら，それは全面解禁ではない。例外規定はあるものの，「大型店」
についてはいわゆる 6時間ルールを設けることによって， 日曜営業規制を
部分的に残したものである。
「8曜営業法」施行当初は，それまでの慣習が影響し，営業そのものに
慎重な動きが多くみられた39)。それまで原則禁止であった日曜営業が部分
的にでも解禁されたことは営業時間規制政策としては緩和されたことにま
ちがいない。「日曜営業法」は，「小型店」には原則自由，「大型店」には
6時間ルールを設けることによって，「大型店」に相対的に厳しいものに
なっているようにみえるが，このこと自体，大手小売業にとって不利なも
のになると一概にいうことはできない。「大型店」の日曜営業そのものは
部分的であるにせよ，解禁されたわけであるし，大手小売業は， 日曜営業
38) HMSO (Her Majesty's Stationary Office) ホームページ http://www.hmso. 
gov.uk/ acts/ actsl 994/Ukpga_l 9940020. 「1994年日曜営業法」の施行にともない，
罰金 (fine)額は1,000ポンドから50,000ポンドに大幅に引き上げられた。
39) 『H本経済新聞』 1994年8月29B付朝刊，『B経流通新聞』 1994年9月138付。
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法では規制の対象とならない店舗面積280面未満の小型店舗の開発やコン
ビニエンス・ストア凡例外規定にあたる業態へと進出していったのであ
る。
4. 競争政策
最後に，競争政策についてみてみることにする。イギリスの競争法は，
2000年以降独占．合併等企業結合に関する「1973年公正取引法」．価格
調在等に関する「1980年競争法」．反競争的協定及び支配的地位の濫用に
関する「1998年競争法」で構成されていたが叫今nにおいては，「1973
年公正取引法」および「1998年競手法」の改革法である「2002年企栗法」
が存イt:している。 lriJ法は. 2002年11月7Hに成立し， 2003年4月1[jおよ
び6月20Hに施行された。いうまでもなく，小光企業にたいする競争政策
も以上の法律にもとづいてなされている。ここでは， とりわけ「企栗法」
成立以前のイギリスにおける競争政策に焦、Iばをあててみてみることにす
る0
これまでみてきた出店規制政策や党業時間規制政策同様に， とりわけ
1990年代以降 EC(EU) の影響を受けてきたといえるが競争政領はと
りわけ強い影響を受けている。
結論から先にいえば 1990年代以降今Hまでのイギリスの競争政策は
EC (EU)法に則って非常に厳格になってきている。
イギリスの競争政策に関する法制は，ある市場構造がそれ自体，消費者
40) イギリスにおいては， コンビニエンス・ストアは，①3000ft2 (280 rl) 未満で，
毎日長時間営業している，②飲食料品の小売を主要ビジネスとしていること．③ア
ルコールやパンなど15の製品カテゴリーのなかから，少なくとも 8製品群を販売し
なければならない， と定義されている(「IGD(Institute of Grocery Distribution)ホ
ームページ」 http://www.igd.com/defaultasp? /CIR/ secondlevel_fs.asp ?menuid = 13)。
41)「公正取引委員会ホームページ」 http://www.jftc.go.jp/worldcom/h tml/ country/ 
Uk.html. 
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利益を害すると仮定するアメリカ合衆国方式の「当然違法原則」をとるの
ではなく，反競争的な市場構造ないし特定の反競争的行為の調在結果によ
る弊害規制によって特徴付けられてきた42)0 
また，違法性の規制基準は広範かつ多様な内容をもつ「公共の利益(pubic
interest)」にあり，その概念自体があいまいで， さらに弊害ないし濫用が
あるかどうかの結論を導出するにはかなりの時間を要するといった難点が
あった43)。
さらに，イギリスの競争法の規定は， EC競争法，つまりローマ条約（欧
州共同体 (EC)条約）のそれとの整合性を欠いていた。つまり， ダブル
スタンダードが存在したのである 44)。
ローマ条約第86条は，市場における支配的地位の濫用行為を規制してい
たがたとえば，反競争的慣行に関して，イギリスとECの法制において
は大きな差異があった。 EC法では，濫用とみなされる行為は自動的に不
法行為とされるのにたいし，イギリス法では，市場支配力の濫用について
は禁止とはならなかった。 86条はイギリスにも適用可能であったが，イギ
リス規制当局は86条を直接執行する権限を有さないばかりか，共通市場な
いしそのかなりの部分における支配的地位の濫用にのみ適用されるもので
あったため，イギリス国内における市場支配力の濫用に関する多くのケー
スにおいて， 86条は適用されなかったのである 45)0 
1980年代のサッチャー政権下の政策および諸手続きにたいするかなりの
批判も考慮して， 1987年以降 EC競争法とイギリス競争法の調和に向け
て徐々に動き始めた。保守党，労働党政権を通じて，立法の提案および草
42) Stewart Howe (ed.), op. cit., p.170. 
43)萩原 稔「尚業政策の基礎理論』白桃書房， 1992年5月， 110ペー ジ。
44)相関 透「英国における1998年競争法の制定にいて」『公正取引』 No.580, 1999 
年2月， 31ページ。「1998年競争法」についての詳細は同論文を参照されたい。
45) Neil Wrigley,'Abuses of market power? Further reflections on UK food 
retailing and the regulatory state', in Environment and Planning A, Vol.25, p.1546 
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案づくりがなされ， ローマ条約第85条（競争制限的協定・協調的行為の規
制）および第86条（市場における支配的地位の濫用行為の規制）を模範に
した禁止t義的アプローチをとる「1998年競争法」が成立した46)0 
同法の解釈にあたっては． ローマ条約の解釈を可能なかぎり適用するこ
ととなっている（第60条）。これは今LI, 企業活動が国際化するなかに
あって， ダブルスタンダードが存在することによる不確実性を減少しよう
とする規定であなさらに， EUで適用除外となっている行為についても，
原則的に適用除外となる旨の規定も詞趣旨のものである（第10条） 47) 0 
これによって， イギリスの競争法とEU競争法との差異はある程度解消
されたとみることができる。
小売業に関するかぎり，「1998年競争法」に先行するイギリスの競争法
制は，政府にたいして．梢費者への影響があるとする観、Iばで取引慣行を調
在する権限と．ー企業が市場シェアの25%以上を有する，いわゆる独占状
態を調在する権限を与えていた。「1998年競争法」の成立までは， イギリ
スの競争法制の大きな影響は，再販売価格維持制度の事実t・.の終焉にたい
する貢献くらいであり，小売企業の拡大につながる「合併」を差し止める
報告はほとんどなかったといわれている48)0 
一例をあげれば同国の独占，合併，反競争的行為の付託案件を調介し，
報告する機関である競争当局としての独占• 合併委員会 (Monopoliesand 
Mergers Commission. 以下では， MMCとよぶ。「1998年競争法」により．
1999年4月1日に. MMCの機能がccに移管された）は， 1990年に提案さ
46) Ibid., Stewart Howe (ed.), op.cit., pp.170-171. 「公正取引委員会ホームページ」
http:/ /www.jftc.go.jp/worldcom/html/ country/ eu.html. なお， ローマ条約第85
条第86条は， 1999年5月 1Hに発効したアムステルダム条約第12条の規定により，
それぞれ，第81条，第82条に条文番号が変更されている（「公正取引委員会ホーム
ページ」http://www.jftc.go.jp/worldcom/h tml/ country/ eu.h tml.)。「1998年競争法」
のもとでの審査•手続き等，一連の流れについては同ホームページを参照されたい。
47)相関 透，前掲論文， 34ページ。
48) Stewart Howe(ed.), op.cit., p.171. 
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れた家電小売最大手のキングフィッシャー (Kingfisherplc) と同 2位の
デイクソンズ (Dixons)の合併をめぐって，勧告を行った。 MMCは，両
社の合併により市場シェアは26%に達するため，競争の減殺 (reduction)
がもたらされ，小売価格の上昇を招くことに関心をもったのである。それ
にもかかわらず，メーカーによって，合併で誕生する小売業者との交渉は
不利とはならない旨の見解がMMCにたいして示され，結局，阻止するこ
とは困難と主張されたのである49)0 
これは，この当時のイギリスの競争法制が弊害規制主義をとっており，
また，違法性の判断基準として「公共の利益」をとっていたことの結果で
あるといえよう。
イギリス小売業における売上高の上位集中傾向をもたらした一つの要因
は1980年代からの企業合併・買収の活発化であるといってよいがsoi, イギ
リスの競争法制自体がそれに大きく寄与したことはまちがいない。
1990年代後半においては， EU法に倣って禁止主義的アプローチをとる
「1998年競争法」が成立・施行されたことに象徴されるように，その後，
イギリスの競争法制が大きく変化を遂げることになる。
長らくイギリスの競争法における違法性の判断基準であった「公共の利
益」 (publicinterest-based test)は，反競争的協定に関しては，「1998年
競争法」においてローマ条約第81条（旧第85条）規定同様に，「競争に与
える影響」 (competition-basedtest)に改められた51)0 
先述した「2002年企業法」においては， さらに進んで，「1973年公正取
引法」において規制された合併，独占に関しても違法性の判断基準が「公
共の利益」から「競争に与える影響」に移行している 52)0 
49) Ibid., pp.175-176. 
50)真部和義前掲論文， 95-97ペー ジ。
51)「公正取引委員会ホームページ」 http://www.jftc.go.jp/worldcom/html/ country/ 
eu.html. 
52)「HMSOホームページ」 http://www.hmso.gov.uk/acts/en2002/2002en40.htm.た
だし．合併 (Merger)に関しては同法の合併部分の発効日である2003年6月20
H以降となっている。
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「1998年競争」の成立・施行によって．イギリスの競争法制はEU競争
法により近づいたものになったといえるが「2002年企業法」はそれより
さらに進んで，イギリス競争法制をより禁止主義的なものにしたといえる。
つまり，同国における競争政策は1990年代以降強化されてきたと結論づ
けることができよう。
「2002年企業法」が施行される前後に，小売分野においても競争政策の
強化がはかられたことを証明する例があるので．それについて，最後にみ
てみることにする。
それは．スーパーのセーフウェイ買収をめぐる動きである。同社は，テ
スコ（シェア約26%), セインズベリー（同約17%), ウォルマート傘ドの
アズダ crJ:i約16%) に次ぐイギリス第4位 (fi]約10%)のスーパーである
が， l~iJ 社の業績悪化を受けて. 2003年，大手スーパー各社からの買収提案
が相次ぐ。まず， 1月91に同国第 5位（同約 6%)のモリソン (Wm
Morrison)が買収を提案し，その後セインズベリー，ウォルマート，
テスコなどがセーフウェイ買収への関心を表明する。同国スーパー業界は
叫時， l叫 5社でおよそ75%のrli場シェアをにぎるかなり寡占化した状態
であり，セーフウェイ買収をめぐっては，競争政策上，大きな注Hを集め
ることになった。当初からセーフウェイはモリソンの買収提案に合意して
いたがその後の大手スーパーの買収提案で，セーフウェイ買収は混沌と
することになる 53)0 
イギリスの競争法執行機関である公正取引庁 (Officeof Fair Trading. 
以下では， OFTとよぶ）は，買収に名乗りを上げたテスコ，アズダ，セ
インズベリー，モリソンの 4社にいずれも独占の疑いがあるとして， cc
に調在を依頼する。 OFTは意見書のなかで，テスコによる買収の場合，
他の大手の 2倍以上のシェア，かつスコットランドなど4地域でのシェア
53)『日本経済新聞』 2003年 1月14日付夕刊， 『日本経済新聞』 2003年1月15E:I付朝刊，
『日経流通新聞MJ』2003年1月16日付， 『H経流通新聞MJ』2003年1月25日付。
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が50ないし60%に上昇し，セインズベリーによる買収の場合も，テスコと
合わせた全国的なシェアが60ないし70%になって，「著しい競争の減退」
が引き起こされると指摘した54)。
6月下旬には「モリソンとセーフウェイの合併は競争上好ましい第四の
勢力を形成しうる」とする中間報告が出され， 9月26日， ccは，上位 3
社による買収は，全国レベルでも地域レベルでも競争環境が減退し，公共
の利益に反する恐れがあるとしてモリソンを除く大手スーパー 3社を買収
から排除する決定を下したが，イギリスの競争政策の所轄官庁である貿易
産業省 (Departmentof Trade and Industry: DTI)のヒューイット貿易
産業大臣 (Secretaryof State for Trade and Industry)はその結論を支
持した。イギリス北部を中心に展開するモリソンを除き大手4社は全国ス
ーパーであるが， ccは全国チェーンの数が4から 3に減少することを最
も懸念し，アズダなどによって提案された，いかなる店舗分離案も競争環
境を修復できないと結論した。モリソンのみが，競争上問題がある地域の
店舗売却によって逆効果を避けられるとされた。結果として，地域独占を
避けるため，セーフウェイの52店舗の処分を条件として買収が容認され，
2004年2月118のモリソン，セーフウェイ両社の臨時株主総会における承
認をへて，セーフウェイがモリソンに買収される形で決着した55)0 
みられるように，「2002年企業法」施行前後であったとはいえ，イギリ
ス政府の競争政策強化の姿勢をこの例からよみとることができよう。
イギリスでは，既存の競争法体系を見直し，「1998年競争法」が制定さ
れるまでに相当の期間を要したが，同法成立からわずか4年後にさらに競
争政策を強化した内容を有する「2002年企業法」が成立したという事実は，
今後同国において競争政策の厘要性が増すということをあらわしている
54) 「日経流通新聞MJ』2003年4月22日付， 『H経流通新聞MJ』2003年8月26日付。
55)『H本経済新聞』 2003年9月27日付朝刊，『H経流通新聞MJ』2003年9月30日付，
『H本経済新聞』 2004年2月12日付夕刊， 『日経流通新聞MJ』2004年3月30日付。
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といってよい56!0 
5. おわりに
以上において， 1990年代以降のイギリスの小売商業政策を出店規制政策，
営業時間規制政策，競争政策の 3つに分けて，それぞれの法制における変
化を中心にみてきた。
このうち，出店規制政策と競争規制政策は今H. 変化の只中にあるとい
ってよい。
現行の1990年法のもと，サッチャー政権ドで発行されたPPG6が1990年
代以降二度にわたって改止され，出店規制政策は1990年代後半にかけては
強化されたようにみえるが，先にも述べたように， 1990年代木以降のド院
環境委員会報告等の文日•や「rH抽i ・強制収用法」の制定・施行にみられる
ように出店規制政策は緩和される方向にあるといってよい。土地利用法
制の緩和すなわち出店規制緩和政策は，ブレア政権のu指す競争力ある経
済を実現するための—-つの方策であるといってよいが他方で，競争政策
は強化される方向にある。ローマ条約にならった「1998年競争法」，つづ
いて「2002年企業法」が成立したことは， イギリス政府の競争政策にたい
する強い姿勢を示しているといってよい。
イギリス小売市場は， DIYの 3社寡占 (2001年の 3社の市場シェアは
83%)57)をはじめとしてグローサリー等，売上高の上位集中度が高くなっ
ている。上位集中度の高さは，競争の減殺をつうじて，消費者価格の下方
硬直性やメーカーとの取引関係における優位性などにつながる懸念がある
56) 南部利之• 佐藤和生「イギリス競争法の概要～審査権限制裁金制度及びカルテ
ルに関する刑事罰の導入を中心に～〔F〕」『国際商事法務』 Vol.31.No.4, 2003年，
478ページ。
57) MINTEL, THE EUROPEAN RETAIL HANDBOOK 2003/04 Edition, 2003, 
p.647. 
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がこれに関しては，これまでイギリス政府はほとんど手をこまねいてき
たといってよい。
しかしながら，先のセーフウェイの買収をめぐる例にみられるように，
今日，競争政策は強化される方向にある。とはいえ，競争政策当局のとら
え方のように全国スーパー 4社による寡占状態は，はたして「競争状態」
とよぶに値するのであろうか。これについては大いに疑問である。その意
味では，合併規制の例にみられる競争政策の強化は，寡占化の更なる進行
にたいして抑制的に働くことはあっても，寡占状態そのものを解消する手
立てとはならないのではなかろうか。今日の出店規制政策の方向性も勘案
すると，イギリス小売市場の現在のような寡占状態は今後も継続するもの
と思われる。この点については別稿の課題としたい。
